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表紙

証券コード　3322
（発送日）2023年６月14日

（電子提供措置開始日）2023年６月８日
株 主 各 位

東 京 都 渋 谷 区 東 １ 丁 目 2 6 番 2 0 号
ア ル フ ァ グ ル ー プ 株 式 会 社

代表取締役社長 吉岡　伸一郎

【当社ウェブサイト】
　　https://www.alpha-grp.co.jp/ir/ibrary/shareholders/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　　https://d.sokai.jp/3322/teiji/

第26回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、御礼申し上げます。
　さて、当社第26回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上
げます。

　本定時株主総会の株主総会参考書類等（議決権行使書用紙を除く）の内容である
情報（電子提供措置事項）は、電子提供措置をとっており、インターネット上の以
下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかにアクセスのうえ、ご確認
くださいますようお願い申し上げます。

　また、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の
株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年６月28日（水曜日）午後６
時30分までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
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表紙

１．日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時
　※受付開始時刻は午前９時30分を予定しております。

２．場 所 東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号 渋谷東口ビル
TKPガーデンシティ渋谷　４階 ホール４Ｃ

３．目的事項
報告事項 第26期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
第26期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役４名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

     

記

４. 議決権行使についてのご案内
１）ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をされない場合は、賛

成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
２）株主総会にご出席いただけない場合、当社の議決権を有する他の株主様１名を代理人とし

て株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出が
必要となりますのでご了承ください。

以　上
■ 株主総会でのお土産のご用意はございません。
■ 当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出

いただきますようお願い申し上げます。
■ 本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面を送付

しております。ただし、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の
規定に基づき、本書面には記載しておりません。
従いまして、本書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告
を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
・事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

■ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正
前及び修正後の事項を掲載させていただきます。

■ 株主総会の運営に関して、新型コロナウイルス感染症の感染再拡大を踏まえて何らかの措置をとる場合に
は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.alpha-grp.co.jp/）上に掲載することによりお
知らせいたします。
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限の緩和が進
み、感染拡大防止と社会経済活動の両立に向けた動きが浸透することによって国内経済活動が
徐々に正常化へ向かう一方で、ウクライナ情勢の長期化に伴う原油価格の高騰、円安進行による
輸入価格の上昇、世界的な金融引き締めなどにより、景気は依然として不透明な状況が続きまし
た。
　このような環境下で、当社グループは強みである「STOCK」の強化のため、これまで構築し
てきた基盤からもたらされる継続的な収益の維持に努めるとともに、新たな商材の開発に注力し
てまいりました。
　5Gマーケティング事業に関しましては、5G対応通信端末の普及や関連サービスの高度化、さ
らに、一部の通信事業者においてオンライン手続の強化やキャリアショップの統廃合の方針が掲
げられるなど、モバイル市場は変革の時期にあります。
　このような動向を受けて販売代理店の役割も変化しつつある中、当社グループは、引き続き通
信端末販売の代理店展開及び直営店舗での販売の展開に努めてまいりました。オンラインによる
新たな販路の開拓を企図して独自のWEBメディアの運営に取り組む一方で、実際の販売ショッ
プにもなお大きな需要が見込まれると判断し、商業施設等の好立地への出店を継続するなど、次
期以降を見据えた投資に注力いたしました。また、サービスが複雑化し高い専門性が求められる
販売ショップに特化した人材派遣においても、人材確保等の事業拡大に努めました。
　B to Bイノベーション事業に関しましては、現在の主軸であるオフィス文具通販の代理店展開
に関しては、コロナ禍における継続的な営業活動の自粛やテレワークの実施に起因してオフィス
文具の需要が減少したことなどにより大きな影響を受けております。このような中で新たな収益
基盤を構築するため、環境サステナ事業の展開にて培われた医療法人や社会福祉法人の顧客網へ
訴求する新たなサービスの開発や、新規商材のテストマーケティングに取り組みました。
　環境サステナ事業に関しましては、現在の主軸であるLED照明機器の販売・レンタルについて
は、数期に亘る営業活動の結果として当社グループの提供するサービスを利用する医療施設の規
模は30,000床を超え、これらの顧客から月々のレンタル料を受領することにより、堅調な利益
を確保しております。
　電力小売やエネルギー利用状況等に関するコンサルティングサービスでは、原油価格の高騰を
受けた電気料金の高騰により新規顧客獲得に向けた営業活動は見合わせているものの、既に獲得
した顧客から発生する収益は一定規模に達しております。また、太陽光発電やウォーターパック
の販売によっても安定的な収益がもたらされております。
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

事 業 部 門 売上高(千円) 構成比(％) 前期比(％)

5 G マ ー ケ テ ィ ン グ 事 業 10,365,946 76.4 100.3
B  t o  B イ ノ ベ ー シ ョ ン 事 業 711,275 5.2 91.5
環 境 サ ス テ ナ 事 業 2,484,295 18.4 118.3

合 計 13,561,517 100.0 102.7

　以上に加えて、政府が普及を推進する電気自動車（EV）について、利用拡大に不可欠なEV充
電器の設置サポート及び充電専用システムを提供する子会社であるアルファチャージ株式会社を
2022年12月に新たに設立いたしました。
　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高135億61百万円（前期比2.7％増）、営業利益
５億70百万円（前期比18.3％減）、経常利益５億48百万円（前期比26.8％減）、親会社株主に
帰属する当期純利益２億33百万円（前期比47.4％減）となりました。

　事業部門別売上高の状況

⑵ 設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は659,329千円であり、その主なものは太陽光発電
施設の購入及び店舗出店に伴う内装工事等であります。

⑶ 資金調達の状況
　設備投資並びに運転資金に充当するため、当連結会計年度に金融機関から短期借入金
200,000千円、長期借入金400,000千円を調達しております。

⑷ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑸ 他の会社の事業の譲受けの状況
　当社の100％子会社であるアルファインターナショナル株式会社は、2022年９月30日付けで
株式会社デジタルプラスが運営を行う「すーちゃんモバイル比較」事業を譲り受けております。

⑹ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

⑺ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

区　　分 第 23 期
(2020年３月期)

第 24 期
(2021年３月期)

第 25 期
(2022年３月期)

第 26 期
(2023年３月期)
(当連結会計年度)

売 上 高(千円) 19,883,785 16,600,919 13,211,177 13,561,517
経 常 利 益(千円) 604,108 351,658 750,067 548,740
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益(千円) 591,975 211,005 444,098 233,782

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
（円） 104円73銭 37円33銭 78円57銭 41円36銭

総 資 産(千円) 8,579,310 8,522,111 8,641,784 9,248,338
純 資 産(千円) 4,373,894 4,542,505 4,958,776 5,147,771
１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 773円78銭 803円61銭 877円25銭 910円69銭

区　　分 第 23 期
(2020年３月期)

第 24 期
(2021年３月期)

第 25 期
(2022年３月期)

第 26 期
(2023年３月期)

(当事業年度)
売 上 高(千円) 6,764,524 5,963,036 1,372,569 614,436
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )(千円) △149,804 1,606,563 86,403 8,592

当 期 純 利 益(千円) 78,577 1,643,616 31,772 1,593
１株当たり当期純利益(円) 13円90銭 290円77銭 5円62銭 0円28銭
総 資 産(千円) 5,397,164 5,935,158 4,691,106 5,735,863
純 資 産(千円) 1,737,775 3,338,997 2,524,891 2,484,089
１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 307円43銭 590円70銭 446円68銭 439円46銭

⑻ 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）　当社は2020年４月１日付けで普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。
2020年３月期期首に株式分割が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産
を算定しております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）　当社は2020年４月１日付けで普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。
2020年３月期期首に株式分割が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産
を算定しております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

㈱ ア ル フ ァ ラ イ ズ 90,000千円 100％ オ フ ィ ス 用 品 の 通 信 販 売 及 び
ウォーターサーバー事業の販売代理店

ア ル フ ァ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル ㈱ 90,000千円 100％ 移 動 体 通 信 機 器 の 販 売

ア ル フ ァ エ ネ シ ア ㈱ 90,000千円 100％ L E D 照 明 機 器 の 販 売 ・ レ ン タ ル
及 び 太 陽 光 発 電

㈱ ク ロ ー ド 30,000千円 100％ 人 材 派 遣 業

アルファメディカルマネジメント㈱ 10,000千円 100％ 医 療 法 人 ・ 社 会 福 祉 法 人 向 け
経 営 コ ン サ ル テ ィ ン グ

ア ル フ ァ エ レ ワ ー ク ス ㈱ 10,000千円 100% 電 気 工 事 業

ア ル フ ァ チ ャ ー ジ ㈱ 50,000千円 100% E V 充 電 サ ー ビ ス

⑼ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

　当社には該当する親会社はありません。
② 重要な子会社の状況

（注）2022年４月１日に電気工事の建設業許可を有する有限会社浅井電気商会（同日付けでアルファエレ
ワークス株式会社に商号変更）の株式を追加取得いたしました。また、2022年12月12日付けで、
EV充電サービスの展開を主たる業務とするアルファチャージ株式会社を新たに設立いたしました。

⑽ 対処すべき課題
① 会社の経営の基本方針

　当社グループは、「人に、よりよく」を企業理念とし、企業活動の基本方針として事業を行
っております。
　これまでの当社グループの成長を支えてきたものは、事業機会の創出やマーケティング全般
にわたるサポート、そして販売実績の向上等を通じて培ってきた、販社及び販売代理店との信
頼関係です。
　今後とも更なるご信頼をいただけるよう、新商材やサポート、ソリューションサービスを充
実し、販社と代理店双方の「ベストビジネスパートナー」を目指してパートナー企業と共に成
長し続けるため、知恵と情熱を注ぎ続けてまいります。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

② 目標とする経営指標
　当社グループは、株主利益の増大を重視し、収益性と資本効率を高めることにより総合的に
企業価値の最大化を図るという観点から、売上高営業利益率及び連結ROE（株主資本当期純利
益率）を重要な経営指標と定め、その向上に努めることを中長期的な目標としております。

③ 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題
　当社の事業は継続収入の確保を基盤とするものであり、その基盤をより多く創造し、またよ
り強固に成長させていくことが永続的な成長のための当社のミッションであると考えておりま
す。これを実現し、中長期的な成長力の強化を目指すため、当社はグループの持株会社として
以下の取り組みをサポートしてまいります。

１. 代理店網の強化・拡充
　当社グループの収益と成長力の源泉として各事業を大きく支えているのは代理店網であり、
当社グループは販社と代理店がよりスピーディーに販路拡大、収益拡大できるように販売スタ
ッフの教育、経営ノウハウの提供、販売・仕入情報等、さまざまな経営サポートを提供するこ
とで代理店網の基盤強化を進めてまいります。

２. 継続的な収入の増大
　当社グループは、顧客獲得後にその利用量に応じたストックコミッション収入が得られる商
品・サービスの販売に注力することで、安定的かつ継続的な利益の獲得を通じて「継続的な利
益成長」を目指してまいります。

３. 新商材の開発
　ストックコミッション収入を生み出すためには、その源泉となる商材を確保することが不可
欠となります。経営環境の変化に対応していくため、既存の収益基盤に満足することなく、常
に新しい商材を開拓してまいります。

４. 顧客網の拡大・活用
　B to Bイノベーション事業における約10万の法人等の稼働顧客、及び環境サステナ事業に
おける医療法人を中心とした顧客など、事業を通じて築き上げた顧客網は、当社にとっての大
きな経営資源であり、次なる成長への重要な源泉と認識しております。そのために、この顧客
網を拡大していくのみならず、築き上げた顧客網に対して、グループ内で扱う他商材、新規商
材も積極的に展開していくことにより、当社グループの「継続的な利益成長」を目指してまい
ります。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

５. 経営効率の向上
　経営資源の集約によるバックオフィス業務の効率化や業務フローの改善を実施し、機会損失
やロスを最小限に抑えます。また、徹底したコスト管理とコーポレート・ガバナンスの充実、
内部統制の整備により財務体質の健全化に努めてまいります。

⑾ 主要な事業内容 （2023年３月31日現在）
　当社グループは、5Gマーケティング事業、B to Bイノベーション事業、環境サステナ事業を
軸に事業を行っておりますが、各事業の内容は以下のとおりであります。
① 5Gマーケティング事業

　ＮＴＴドコモ、au、ソフトバンク、楽天モバイルの移動体通信端末の販売代理店事業、移
動体通信端末の販売に特化した人材派遣業

② B to Bイノベーション事業
　株式会社カウネットのエリアエージェント事業及びエージェント事業、医療法人・社会福祉
法人向け経営コンサルティング

③ 環境サステナ事業
　LED照明機器の販売・レンタル、ウォーターサーバー事業の販売代理店、メガソーラー発電
施設により発電された電力の販売、電力の小売、エネルギー利用状況に関するコンサルティン
グサービス、EV充電サービス

本社 東京都渋谷区

㈱アルファライズ 東京都渋谷区
アルファインターナショナル㈱ 東京都渋谷区
アルファエネシア㈱ 東京都渋谷区
㈱クロード 東京都渋谷区
アルファメディカルマネジメント㈱ 東京都渋谷区
アルファエレワークス㈱ 埼玉県さいたま市
アルファチャージ㈱ 東京都渋谷区

⑿ 主要な事業所（2023年３月31日現在）
① 当社の主要な事業所

② 子会社

－ 8 －
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使用人の状況、主要な借入先の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

5 G マ ー ケ テ ィ ン グ 事 業 154名 10名増加

B to Bイノベーション事業 6 －

環 境 サ ス テ ナ 事 業 33 ７名増加

全 社 （ 共 通 ） 18 ５名減少

合　計 211 12名増加

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

18名 ５名減少 41.2歳 10.0年

事 業 部 門 使 用 人 数

全 社 （ 共 通 ） 18名

合 　 　 　 計 18

⒀ 使用人の状況（2023年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数には、アルバイト（14名）は含んでおりません。
２. 全社（共通）として記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属し

ているものであります。
② 当社の使用人の状況

　　　（注）使用人数には、アルバイトは含んでおりません。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 640,196千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 500,000千円

⒁ 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

－ 9 －
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株式の状況

① 発行可能株式総数 20,160,000株
② 発行済株式の総数 6,962,400株（自己株式1,309,766株を含む）
③ 株主数 480名

株 主 名 持 株 数 持 株 比

吉 岡 伸 一 郎 1,695,800株 30.00％

兼 松 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社 832,000株 14.72%

株 式 会 社 エ ク ス テ ン ド 757,600株 13.40%

立 花 証 券 株 式 会 社 537,100株 9.50%

光 通 信 株 式 会 社 402,200株 7.12%

株 式 会 社 マ ル チ メ デ ィ ア ネ ッ ト ワ ー ク 391,500株 6.93％

鷲 見 貴 彦 167,200株 2.96%

株 式 会 社 エ ス ア イ エ ル 135,900株 2.40%

ア ル フ ァ グ ル ー プ 役 員 持 株 会 119,500株 2.11%

株 式 会 社 D M M . c o m 証 券 54,600株 0.97%

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2023年３月31日現在）

④ 大株主

（注）１. 当社は、自己株式を1,309,766株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

－ 10 －
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新株予約権等の状況

⑵ 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において、当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株
予約権の状況
　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

地 位 ふ り が な

氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 よし
吉

 

　
 

 
おか
岡

 

 
 

　
 

 
しん
伸

 

 
いち
一

 

 
ろう
郎

㈱アルファライズ　代表取締役社長
アルファインターナショナル㈱　取締役会長
アルファエネシア㈱　取締役
アルファメディカルマネジメント㈱　取締役
㈱クロード　取締役
アルファチャージ㈱　代表取締役社長

取 締 役 とく
徳

 

 
 

　
 

 
やま
山

 

 
 

　
 

 
むね
宗

 

 
 

　
 

 
とし
年

アルファインターナショナル㈱　代表取締役社長
㈱アルファライズ　取締役
㈱クロード　代表取締役社長
アルファチャージ㈱　取締役

取 締 役 にし
西

 

 
 

　
 

 
の
野

 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
ゆたか
裕

アルファエネシア㈱　代表取締役社長
アルファメディカルマネジメント㈱　代表取締役社長
アルファエレワークス㈱　代表取締役社長
アルファチャージ㈱　取締役

取 締 役 わた
渡

 

 
 

　
 

 
なべ
邉

 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
まもる
守

渡邉司法書士・行政書士事務所
司法書士、行政書士

常 勤 監 査 役 まつ
松

 

 
 

　
 

 
ざき
嵜

 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
すすむ
進

監 査 役 たか
髙

 

 
 

　
 

 
はし
橋

 

 
 

　
 

 
らい
雷

 

 
 

　
 

 
た
太

高橋雷太公認会計士税理士事務所所長
㈱吉田経営　代表取締役
長島商事㈱　社外監査役
エム・ビー・シー開発㈱　社外監査役
㈱新生社印刷　社外監査役
鹿児島ディベロップメント㈱　社外取締役
アステラス製薬㈱　社外取締役・監査等委員
日本公認会計士協会南九州会会長

監 査 役 こ

小
 

 
 

　
 

 
ばやし

林
 

 
 

　
 

 
ゆう

裕
 

 
 

　
 

 
いち

一 行政書士法人東京K・Aサポート　社員行政書士

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１. 取締役渡邉守氏は社外取締役であります。
２. 監査役は全員社外監査役であります。
３. 監査役髙橋雷太氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。
４. 当社は取締役渡邉守氏、常勤監査役松嵜進氏、監査役髙橋雷太氏及び監査役小林裕一氏を東京証

券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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会社役員の状況

② 責任限定契約の内容の概要
　当社は社外取締役及び各社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当社の社外取締役及び社外
監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度
額をもって、損害賠償責任の限度としております。

③ 取締役及び監査役の報酬等
ア．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社は、2021年２月19日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容につい
ての決定に関する方針（以下、「本方針」）を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬について、報酬等の内容の決定
方法及び決定された方針と整合していることや、社外取締役や外部顧問からの意見が尊重され
ていることを確認しており、決定方針に沿うものであると判断しております。
　決定方針の内容は、次のとおりです。

＜取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針＞
　業務執行取締役の報酬等は、基本報酬、賞与（業績連動報酬）及び新株予約権（非金銭報
酬）報酬により構成し、社外取締役については基本報酬のみとする。
■ 基本報酬
　基本報酬は、職務執行の対価として職位や役割貢献に応じて決定し、新任取締役においては
基準に則った報酬金額とし、重任された場合においては、新任取締役の報酬額を基準とし、任
期中の連結業績及び功績に基づき報酬額を改定する。役職ごとには、新任取締役の報酬額を基
準として、重任された取締役はその1.5倍まで、常務職はその２倍まで、専務職はその３倍ま
で、副社長職はその４倍まで、社長職または会長職についてはその５倍までとし、この基準に
基づいて、他社水準等も考慮して決定する。
■ 賞与（業績連動報酬）
　賞与は、売上高営業利益率及び連結ROE（株主資本当期純利益率）の上昇要因を分析し、上
昇率が一定のポイントを超えた場合に、業務執行取締役の功績に基づき、各人の基本報酬額の
1/12の額の３倍を上限に、支給の有無を決定する。
■ 新株予約権（非金銭報酬）
　株価変動のメリットとリスクを株主と共有し、中長期的な業績向上や企業価値向上を図るイ
ンセンティブとするため、ストックオプションとして新株予約権を付与する。付与株数は、
2017年６月29日開催の定時株主総会において承認された範囲内とし、業務執行取締役を対象
に一律に付与した上で、行使条件を業務分掌に応じて個別に定めるものとする。
■ 報酬等の割合
　業務執行取締役の基本報酬と決算賞与の割合は、報酬のうち基本額が80％、決算賞与が20％
となることを目安とする。新株予約権については、これらの比率にかかわらず、株主と経営者
の利害を共有し、企業価値の持続的な向上に寄与するために、最も適切な支給割合となること
を方針とする。
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会社役員の状況

■ 報酬等の付与時期や条件
　基本報酬は月例の固定報酬とする。賞与を支給する場合は２月の取締役会に付議して決定す
る。新株予約権付与の時期等の方針は定めないものとする。
■ 個人別報酬の内容の決定方針
　取締役の基本報酬については、社外取締役及び外部顧問の意見を踏まえて、代表取締役社長
が素案を作成し、毎年、原則として６月に開催される取締役会に付議して決定する。
　賞与を支給する場合の決定方法については、基本報酬と同様に社外取締役及び外部顧問の意
見を踏まえて代表取締役社長が素案を作成し、原則として、２月に開催される取締役会に付議
して決定する。
　新株予約権を付与する場合には、代表取締役社長が社外取締役及び外部顧問の意見を踏まえ
て素案を作成し、取締役会に付議して決定する。

イ. 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の報酬限度額は、2002年６月27日開催の第５回定時株主総会において年額200,000
千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。対象となる取締役は４名）と決議いただいてお
ります。また別枠で、2017年６月29日開催の第20回定時株主総会において、ストックオプシ
ョン報酬額として年額40,000千円以内（対象となる取締役は、社外取締役１名を除いた３名）
と決議いただいております。
　監査役の報酬限度額は、2002年６月27日開催の第５回定時株主総会において年額50,000千
円以内（対象となる監査役は３名）と決議いただいております。
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会社役員の状況

区 分 報酬等の総額
報 酬 等 の 種 類 別 総 額

対象となる
役員の員数基 本 報 酬 業 績 連 動

報 酬 等
非 金 銭
報 酬 等

取 締 役 120,093千円 120,093千円 －千円 －千円 ４名

監 査 役 3,840 3,840 － － ３

合 計
（うち社外役員）

123,933
（5,040）

123,933
（5,040）

－
（－）

－
（－）

７
（４）

ウ. 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 業績連動報酬につきましては、本方針に記載のとおり売上高営業利益率及び連結ROE（株主資本

当期純利益率）を指標とする賞与を設定しておりますが、当事業年度における支給はありません
でした。

３. 非金銭報酬につきましては、本方針に記載のとおりストックオプションとしての新株予約権を設
定しておりますが、当事業年度における付与はありませんでした。

４. 上記取締役報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額2,700千円を含ん
でおります。

④ 社外役員に関する事項
ア. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当該他の法人等との関係

・取締役渡邉守氏の兼職先である渡邉司法書士・行政書士事務所と当社との間には特別の関
係はありません。

・監査役髙橋雷太氏の兼職先である高橋雷太公認会計士税理士事務所、株式会社吉田経営、
長島商事株式会社、エム・ビー・シー開発株式会社、株式会社新生社印刷、鹿児島ディベ
ロップメント株式会社、アステラス製薬株式会社及び日本公認会計士協会南九州会と当社
との間には特別の関係はありません。

・監査役小林裕一氏の兼職先である行政書士法人東京K・Aサポートと当社との間には特別の
関係はありません。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 渡 邉 　 守

当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に出席いたしまし
た。司法書士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行い、経営陣の
監督において重要な役割を果たしております。

監査役 松 嵜 　 進

当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に出席し、監査役会
13回のうち13回に出席いたしました。取締役会及び監査役会におい
て、経験豊富な管理経験者の見識に基づき、適宜発言を行っておりま
す。また、内部監査部門と連携して各事業部門の実査を行うなど、監
査役監査の実施において重要な役割を果たしております。

監査役 髙 橋 雷 太

当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に出席し、監査役会
13回のうち13回に出席いたしました。公認会計士としての専門的見地
から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための発言を行い、監査役会において、当社の経理システム並
びに内部監査について適宜、必要な発言を行うなど、経営陣の監督に
おいて重要な役割を果たしております。

監査役 小 林 裕 一

当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に出席し、監査役会
13回のうち12回に出席いたしました。取締役会及び監査役会におい
て、行政書士としての見識に基づき、適宜発言を行い、経営陣の監督
において重要な役割を果たしております。

イ. 当事業年度における主な活動状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取締役
会の決議があったものとみなす書面決議を７回行っております。
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会計監査人の状況

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 23,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,500千円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　OAG監査法人
② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分することが困難ですので、当事業
年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。
④ 会計監査人の解任または不再任決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合には、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　また、監査役会は、会計監査人の適格性、専門性、当社からの独立性その他の評価基準に従
い総合的に評価し、会計監査人の職務の執行に支障があると判断されるなど、会計監査人の変
更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を決定いたします。
⑤ 責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人OAG監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
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連結貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 6,652,461 流 動 負 債 3,564,520
現 金 及 び 預 金 2,599,013 買 掛 金 1,295,933
売 掛 金 1,300,786 短 期 借 入 金 850,000
リース債権及びリース投資資産 1,022,515 １年以内返済予定長期借入金 389,906
商 品 700,165 未 払 金 286,015
貯 蔵 品 1,583 未 払 法 人 税 等 73,283
未 収 入 金 429,615 賞 与 引 当 金 29,156
短 期 貸 付 金 306,000 そ の 他 640,225
そ の 他 293,818 固 定 負 債 536,045
貸 倒 引 当 金 △1,036 長 期 借 入 金 309,260

固 定 資 産 2,595,876 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 77,174
有 形 固 定 資 産 957,491 そ の 他 149,611
建 物 及 び 構 築 物 177,957
機 械 及 び 装 置 463,789
車 両 運 搬 具 5,759 負 債 合 計 4,100,566
工 具 、 器 具 及 び 備 品 147,755 純 資 産 の 部
土 地 152,736 株 主 資 本 5,147,970
そ の 他 9,493 資 本 金 728,734

無 形 固 定 資 産 245,711 資 本 剰 余 金 686,036
の れ ん 109,016 利 益 剰 余 金 4,618,338
顧 客 関 連 資 産 6,666 自 己 株 式 △885,139
そ の 他 130,027 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △198

投 資 そ の 他 の 資 産 1,392,674 その他有価証券評価差額金 △198
差 入 保 証 金 1,032,830
繰 延 税 金 資 産 204,066
そ の 他 199,545
貸 倒 引 当 金 △43,768 純 資 産 合 計 5,147,771
資 産 合 計 9,248,338 負 債 純 資 産 合 計 9,248,338

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）

 （単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 13,561,517
売 上 原 価 9,223,413

売 上 総 利 益 4,338,104
売 上 利 益 調 整

繰 延 リ ー ス 利 益 戻 入 額 178,142
繰 延 リ ー ス 利 益 繰 入 額 406,990 △228,848
差 引 売 上 総 利 益 4,109,255

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,538,800
営 業 利 益 570,454

営 業 外 収 益
受 取 利 息 19,777
受 取 手 数 料 12,483
助 成 金 収 入 758
そ の 他 6,860 39,878

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6,103
支 払 手 数 料 16,000
債 権 売 却 損 38,556
そ の 他 932 61,592
経 常 利 益 548,740

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 28 28

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 35
固 定 資 産 除 却 損 5,710
減 損 損 失 85,044
解 約 違 約 金 13,171 103,961

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 444,807
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 201,613
法 人 税 等 調 整 額 9,411 211,024
当 期 純 利 益 233,782
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 233,782

連 結 損 益 計 算 書

－ 19 －



2023/06/02 10:29:49 / 22945143_アルファグループ株式会社_招集通知_電子提供措置用

貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 4,245,952 流 動 負 債 2,822,136
現 金 及 び 預 金 1,714,593 買 掛 金 836,886
売 掛 金 908,422 短 期 借 入 金 1,150,000
リース債権及びリース投資資産 4,130 １年以内返済予定長期借入金 213,286
前 払 費 用 14,412 未 払 金 149,867
短 期 貸 付 金 1,500,000 未 払 費 用 23,512
立 替 金 110,827 未 払 法 人 税 等 2,844
未 収 入 金 19,974 繰 延 リ ー ス 利 益 425,255
そ の 他 44,591 賞 与 引 当 金 3,415
貸 倒 引 当 金 △71,000 そ の 他 17,068
固 定 資 産 1,489,911 固 定 負 債 429,637
有 形 固 定 資 産 57,796 長 期 借 入 金 309,260
建 物 2,331 預 り 保 証 金 21,000
車 両 運 搬 具 1,768 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 77,174
工 具 、 器 具 及 び 備 品 53,696 そ の 他 22,203
無 形 固 定 資 産 5,588 負 債 合 計 3,251,774
投 資 そ の 他 の 資 産 1,426,526 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 43,758 株 主 資 本 2,484,089
関 係 会 社 株 式 1,229,403 資 本 金 728,734
差 入 保 証 金 98,397 資 本 剰 余 金 688,336
会 員 権 12,000 資 本 準 備 金 200,000
破 産 更 生 債 権 等 1,203 そ の 他 資 本 剰 余 金 488,336
繰 延 税 金 資 産 20,597 利 益 剰 余 金 1,952,157
そ の 他 22,369 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,952,157
貸 倒 引 当 金 △1,203 繰 越 利 益 剰 余 金 1,952,157

自 己 株 式 △885,139
純 資 産 合 計 2,484,089

資 産 合 計 5,735,863 負 債 純 資 産 合 計 5,735,863

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 614,436
売 上 原 価 35,306
売 上 総 利 益 579,129

売 上 利 益 調 整
繰 延 リ ー ス 利 益 戻 入 額 96,072 96,072
差 引 売 上 総 利 益 675,201

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 594,990
営 業 利 益 80,211

営 業 外 収 益
受 取 利 息 6,662
有 価 証 券 利 息 1,270
そ の 他 165 8,098

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,159
支 払 手 数 料 16,000
債 権 売 却 損 38,556
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 21,000
そ の 他 0 79,717
経 常 利 益 8,592
税 引 前 当 期 純 利 益 8,592
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,853
法 人 税 等 調 整 額 1,145 6,999
当 期 純 利 益 1,593

損　益　計　算　書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年５月23日

アルファグループ株式会社
取締役会　御中

ＯＡＧ監査法人
　東京都千代田区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 今 井 　 基 喜

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 池 上 　 　 敬

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、アルファグループ株式会社の2022年４月１日から2023年３
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ア
ルファグループ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結
計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監
査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年５月23日

アルファグループ株式会社
取締役会　御中

ＯＡＧ監査法人
　東京都千代田区

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 今 井 　 基 喜

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 池 上 　 　 敬

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アルファグループ株式会社の2022年４月
１日から2023年３月31日までの第26期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告

－ 24 －
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに
計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去また
は軽減するためにセーフガードを講じている場合は、その内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第26期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

監査役会の監査報告

－ 26 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2023/06/02 10:29:49 / 22945143_アルファグループ株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役会の監査報告

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２. 監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＯＡＧ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人ＯＡＧ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2023年５月25日

アルファグループ株式会社　監査役会
常 勤 監 査 役
（社外監査役） 松 嵜 　 進 ㊞
社 外 監 査 役 髙 橋 雷 太 ㊞
社 外 監 査 役 小 林 裕 一 ㊞

　
以　上
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しており、将来の事業展開と
経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、総合的に勘案して決定することを基本方針と
しております。
　この基本方針に基づき、当期業績及び今後の事業環境を考慮し、当期の期末配当につきましては、
１株あたり12円とさせていただきたいと存じます。
⑴ 配当財産の種類
金銭

⑵ 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
・当社普通株式１株につき金12円
・配当総額67,831,608円

⑶ 剰余金の配当が効力を生じる日
2023年６月30日

－ 28 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

（株）

１

よし
吉

 

 
 

　
 

 
おか
岡

 

 
 

　
 

 
しん
伸

 

 
いち
一

 

 
ろう
郎

(1970年５月29日生)

    1997年    10月 当社設立　代表取締役社長就任
    2001年    1月 当社代表取締役会長就任
    2009年    6月 当社取締役会長就任
    2012年    4月 当社代表取締役　最高事業責任者就任
    2013年    4月 当社代表取締役社長就任(現任）

1,695,800
（重要な兼職の状況）
アルファインターナショナル㈱
取締役会長
㈱アルファライズ代表取締役社長
アルファエネシア㈱取締役
アルファメディカルマネジメント㈱
取締役
㈱クロード取締役
アルファチャージ㈱代表取締役社長

（取締役候補者とした理由）
創業以来、当社の数多くの事業の立ち上げに携わり、5Gマーケティング事業、B to Bイノベー
ション事業、環境サステナ事業の全てに精通しており、豊富な経営経験と事業運営経験により、
当社全体を経営していることから、引き続き当社の取締役候補者としました。

２

とく
徳

 

 
 

　
 

 
やま
山

 

 
 

　
 

 
むね
宗

 

 
 

　
 

 
とし
年

(1974年１月26日生)

    1998年    5月 当社入社
    2001年    4月 当社モバイルビジネス代理店部門リーダー
    2003年    10月 当社モバイルビジネス代理店部門マネージャー
    2008年    6月 当社執行役員就任
    2009年    6月 当社取締役就任(現任）

13,600（重要な兼職の状況）
アルファインターナショナル㈱
代表取締役社長
㈱クロード代表取締役社長
㈱アルファライズ取締役
アルファチャージ㈱取締役

（取締役候補者とした理由）
入社以来、当社の主軸事業である5Gマーケティング事業に従事し、携帯電話販売に関わる数多
くの業務経験を経て、2008年６月から、携帯電話販売事業を専属で行う為に設立したアルファ
インターナショナル㈱の代表取締役社長を務めており、5Gマーケティング事業運営における豊
富な業務経験を有していることから、引き続き取締役候補者としました。

第２号議案 取締役４名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役全員（４名）は任期満了となります。つきましては、取締役４名
の選任をお願いするものであります。
　取締役の候補者は以下のとおりであります。

－ 29 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

（株）

３

にし
西

 

 
 

　
 

 
の
野

 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
ゆたか
裕

(1966年７月５日生)

    1988年    4月 ㈱日本エルシーエー入社
    1988年    9月 ㈱ベンチャーリンク転籍
    1993年    11月 ㈱エフアンドエム入社
    1998年    4月 同社東京支社長兼ＴＳ企画部長就任
    1999年    4月 同社再就職支援事業部長就任
    2000年    11月 ㈱チャレンジャーグレイクリスマス代表

取締役社長就任
    2003年    7月 ㈱ビジャスト代表取締役社長就任
    2007年    4月 ㈱ビジャスト総研代表取締役就任
    2013年    6月 当社社外取締役就任
    2015年    3月 当社社外取締役辞任
    2015年    6月 当社社外取締役就任
    2016年    6月 当社取締役就任（現任）

－

（重要な兼職の状況）
アルファエネシア㈱代表取締役社長
アルファメディカルマネジメント㈱
代表取締役社長
アルファエレワークス㈱代表取締役社長
アルファチャージ㈱取締役

（取締役候補者とした理由）
現在において当社が最も注力している環境サステナ事業の主力営業を担いつつ、豊富な経営経験
や、当社人事戦略に関わる顧問及び当社社外取締役を務めていた経験を活かし、営業面において
だけでなく、管理面においても常に俯瞰した視点でのモニタリングを行っていることから、引き
続き取締役候補者としました。

４

わた
渡

 

 
 

　
 

 
なべ
邉

 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
まもる
守

(1970年４月３日生)

    1990年    7月 三好司法書士事務所入所
    1994年    1月 芳賀司法書士事務所入所
    2002年    8月 渡邉司法書士事務所（現・渡邉司法書士・

行政書士事務所）開設
（現在に至る）

    2005年    6月 ㈱アロンエステート社外監査役就任
    2006年    6月 ㈱メッツ社外監査役就任
    2007年    6月 ㈱リヴァンプ社外監査役就任
    2016年    6月 当社社外取締役就任（現任）

－

（重要な兼職の状況）
渡邉司法書士・行政書士事務所
司法書士、行政書士

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが司法書士の
資格を有しており、会社法等に相当程度の知見を有していること、上場企業における監査役とし
ての経験を有していることから、引き続き社外取締役候補者としました。選任後は、これまでと
変わらず過去の経験を取締役の業務執行に対する監督において活かしていただくことを期待して
おります。

－ 30 －
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氏名 職位
経営

全般

営業・

マーケ

ティング

法務・

リスク

管理

情報通信

分野の

専門性

SDGs・

ESG
IT・DX

人事・

労務

コーポ

レート

ガバナ

ンス

内部

統制

会計・

法令等の

専門性

取
締
役

吉岡　伸一郎 代表取締役社長 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

徳山　　宗年 取締役 ● ● ● ● ● ● ● ●

西野　　　裕 取締役 ● ● ● ● ● ● ● ●

渡邉　　　守 社外取締役 ● ● ●

監
査
役

松嵜　　　進 常勤社外監査役 ● ● ●

髙橋　　雷太 社外監査役 ● ● ●

小林　　裕一 社外監査役 ● ●

（注）１. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 渡邉守氏は社外取締役候補者であります。
３. 渡邉守氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時

をもって７年となります。
４. 渡邉守氏は、社外取締役の責任の範囲を明確にし、その職責を十分に果たすための一助として、当社

との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損
害賠償責任の限度額は会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額と定められております。な
お、同氏の再任が承認された場合には、同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

5. 当社は、渡邉守氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
り、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

＜ご参考＞株主総会後のスキルマトリックス
　当社では、取締役及び監査役に特に期待する分野を設定しており、本議案及び第３号議案が原案の
とおり承認可決された場合、取締役及び監査役のスキルマトリックスは以下のとおりとなります。

－ 31 －
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監査役選任議案

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

（株）

たか

髙
 

 
 

　
 

 
はし

橋
 

 
 

　
 

 
らい

雷 　 
た

太
(1962年６月９日生)

1986年10月 サンワ・等松青木監査法人(現有限責任監査法人ト
ーマツ)入所

1990年４月 公認会計士登録
1997年５月 髙橋雷太公認会計士税理士事務所開設　所長就任

（現任）
1999年４月 中央監査法人(当時)代表社員就任
2000年12月 当社社外監査役就任(現任)

㈱プラスアルファ監査役
2001年３月 ㈱吉田経営代表取締役就任(現任)
2004年６月 中央青山監査法人（当時）代表社員退任
2005年７月 長島商事㈱社外監査役就任（現任）
2007年６月 エム・ビー・シー開発㈱社外監査役就任(現任）
2007年10月 ㈱新生社印刷社外監査役就任（現任）
2016年５月 鹿児島ディベロップメント㈱社外取締役就任

（現任）
2022年６月 アステラス製薬㈱社外取締役・監査等委員就任

（現任）
2022年６月 日本公認会計士協会南九州会会長就任（現任）

－

（重要な兼職の状況）
高橋雷太公認会計士税理士事務所　所長
㈱吉田経営　代表取締役
長島商事㈱　社外監査役
エム・ビー・シー開発㈱　社外監査役
㈱新生社印刷　社外監査役
鹿児島ディベロップメント㈱　社外取締役
アステラス製薬㈱　社外取締役・監査等委員
日本公認会計士協会南九州会　会長

（取締役候補者とした理由）
公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有していることから、取締役の業務
執行に対する監督においてその経験を活かしていただきたいため、社外監査役候補者としました。

第３号議案 監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役 髙橋雷太氏は任期満了となります。つきましては、監査役１名
の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。
　監査役の候補者は以下のとおりであります。

（注）１. 髙橋雷太氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 髙橋雷太氏は社外監査役候補者であります。
３. 髙橋雷太氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は本総会終結の時を

もって22年６か月となります。
４. 髙橋雷太氏は、社外監査役の責任の範囲を明確にし、その職責を十分に果たすための一助として、当

－ 32 －
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監査役選任議案

社との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額と定められております。髙
橋雷太氏の再任が承認された場合には、同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

5. 当社は、髙橋雷太氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
り、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

－ 33 －
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ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

候 補 者 の 有 す る
当 社 の 株 式 数

（株）

の
野

 

　
 

 
 

　
むら
村

 

　
 

 
 

　
のり
典

 

　
 

 
 

　
ゆき
之

(1943年９月30日生)

    1968年    4 月 日本ファイリング㈱　入社
    1990年    5 月 同社本店特販部長就任
    1997年    12月 同社営業副本部長

兼本店第二営業部長就任
    1998年    6 月 同社取締役就任
    1999年    6 月 同社営業本部長就任
    2003年    6 月 同社常務取締役就任
    2005年    4 月 同社取締役販売本部長就任
    2007年    6 月 同社退任
    2008年    6 月 当社補欠監査役
    2009年    6 月 当社社外監査役就任

－

（補欠の社外監査役候補者とした理由）
企業経営等豊富な経験や実績、幅広い知識と見識を有していること、以前に当社
と顧問契約を交わしており当社の事業等に関して深い理解があることから、引き
続き補欠の社外監査役候補者としました。

第４号議案 補欠監査役１名選任の件
　2022年６月29日開催の第25回定時株主総会において補欠監査役に選任された野村典之氏の選任
の効力は本総会開始の時までとされております。つきましては、監査役が法令の員数を欠くことにな
る場合に備え、改めて補欠の社外監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は以下のとおりであります。

（注）１. 野村典之氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 野村典之氏は補欠の社外監査役候補者であります。
３. 野村典之氏は、社外監査役の責任の範囲を明確にし、その職責を十分に果たすための一助として、社

外監査役就任後、当社との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、責任限定契約を締結する予定
であり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額
と定める予定です。

以上

－ 34 －
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地図

株主総会会場ご案内図

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

　

会　場：東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号　渋谷東口ビル
　　　　TKPガーデンシティ渋谷　４階ホール　４Ｃ
ＴＥＬ：03－6418－1073

東口

渋谷署前

ビックカメラ

山
手
線

渋谷局

東京スクールオブ
ミュージック
専門学校

宮益坂上
ＥＮＥＯＳ

宮益坂

ＪＲ渋谷駅

ハチ公口 宮益坂口
東急

渋谷駅

B5出口

りそな銀行
渋谷ヒカリエ

三菱ＵＦＪ
信託銀行

渋谷クロスタワー

青
山
通
り

銀だこ

西口

首都高
速３号

渋谷線 明治通り

渋谷署
ＴＫＰガーデンシティ渋谷

渋谷スクランブル
スクエア

［交通のご案内］
JR山手線・埼京線・湘南新宿ライン 渋谷駅東口から 徒歩３分
東京メトロ銀座線・半蔵門線・副都心線 渋谷駅B5出口から 徒歩２分


